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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自 平成16年 
11月21日 

至 平成17年 
５月20日 

自 平成17年 
11月21日 

至 平成18年 
５月20日 

自 平成18年 
11月16日 

至 平成19年 
５月15日 

自 平成16年 
11月21日 

至 平成17年 
11月20日 

自 平成17年 
11月21日 

至 平成18年 
11月15日 

(1）連結経営指標等             

売上高 (百万円) 32,019 33,006 － 65,696 65,950 

経常利益 (百万円) 585 243 － 1,701 859 

中間（当期）純利益 

又は中間（当期）純損失（△） 
(百万円) 275 △1,217 － 894 △1,008 

純資産額 (百万円) 5,603 4,936 － 6,284 5,180 

総資産額 (百万円) 24,734 26,535 － 26,145 25,538 

１株当たり純資産額 (円) 252,114.89 220,091.25 － 280,619.14 229,348.06 

１株当たり中間(当期)純利益 

又は中間（当期）純損失(△) 
(円) 12,388.43 △54,331.50 － 40,252.76 △44,945.94 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
(円) 12,184.15 ― － 39,450.40 ― 

自己資本比率 (％) 22.7 18.6 － 24.0 20.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △340 △16 － 1,401 1,125 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △459 △286 － △857 △614 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 88 282 － △527 50 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(百万円) 1,044 1,751 － 1,772 2,333 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(名) 

863 

[1,400]

809 

[1,520]

－ 

[ －] 

819 

[1,420]

785 

[1,517]

 



 （注）１ 売上高・営業収益には消費税等は含まれておりません。 

     ２ 平成18年11月16日、当社は連結子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズ

      アンドアーパスを吸収合併したため、当社の経営指標のみ記載しております。 

３ 第９期中における潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため、記載してお

りません。 

４ 従業員数の［ ］内に臨時雇用者数を平均人員（１日８時間換算）により外数で記載しております。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自 平成16年 
11月21日 

至 平成17年 
５月20日 

自 平成17年 
11月21日 

至 平成18年 
５月20日 

自 平成18年 
11月16日 

至 平成19年 
５月15日 

自 平成16年 
11月21日 

至 平成17年 
11月20日 

自 平成17年 
11月21日 

至 平成18年 
11月15日 

(2）提出会社の経営指標等             

売上高（営業収益） (百万円) 24,014 25,207 32,596 49,648 49,184 

経常利益 (百万円) 502 565 835 693 572 

中間（当期）純利益 (百万円) 452 188 396 558 142 

持分法を適用した場合の 

投資利益  
(百万円) － － 13 － － 

資本金 (百万円) 1,076 1,100 1,119 1,096 1,119 

発行済株式総数 (株) 22,227 22,431 22,587 22,394 22,587 

純資産額 (百万円) 4,153 4,364 4,620 4,302 4,355 

総資産額 (百万円) 21,481 22,882 22,176 22,596 22,348 

１株当たり純資産額 (円) 186,854.07 194,590.90 204,579.13 192,122.50 192,817.15 

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 20,387.74 8,402.53 17,568.41 25,151.93 6,373.85 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
(円) 20,051.54 8,177.58 － 24,650.58 6,213.64 

１株当たり配当額 (円) ― ― － 6,000.00 7,000.00 

自己資本比率 (％) 19.3 19.1 20.8 19.0 19.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー  
(百万円) － － △667 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー  
(百万円) － － △226 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー  
(百万円) － － △401 － － 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高  
(百万円) － － 1,037 － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(名) 

90 

[13]

74 

[21]

841 

[1,355]

85 

[18]

72 

[21]



２【事業の内容】 

 当社は、医薬品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を主な事業としております。この事業の売上高、営業利

益及び資産の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。 

 当社は、平成18年11月16日、株式会社ライフォートと共同して株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハ

ーツ・ホールディングス」を設立いたしました。  

   当社グループの事業系統図を示すと以下のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

   当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。  

 （注）有価証券報告書提出会社であります。 

  

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

（親会社）            

㈱アライドハーツ・

ホールディングス 

    （注） 

神戸市中央区  1,413 

傘下子会社及び

グループの経営

管理並びにそれ

に付帯する業務  

 被所有 

   100.0 

当社の経営管理、当社

販売商品の仕入、役員

の兼任１名、 

資金援助あり。  



４【従業員の状況】 

 当社グループは医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を主な事業としておりますので、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。当社従業員数を示すと以下のとおりであります。 

  （1）提出会社の状況  

 （注） 従業員数は就業人員（社外から当社への出向を含んでおり、パートタイマーを含んでおりません。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマー）は［ ］内に当中間会計期間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載し

ております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年５月15日現在

従業員数（名） 841［1,355］ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

   当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により緩やかな回復基調が続 

  く一方、雇用や所得環境の好転で個人消費も全般的には底堅く推移いたしました。しかしながら、原油、原材料

  の価格高騰や金利上昇への懸念等、企業業績へのマイナス要因、先行き不安材料も残る状況にあります。 

   ドラッグストア業界は、成長スピードの低下傾向にともない、急速に市場の飽和感が高まっています。大手各

  社の成長戦略がＭ＆Ａ、ＦＣ展開など多様化するなか、２００９年改正薬事法の施行を踏まえ異業種との競争激

  化も予想され、当業界は大変革期を迎え本格的な業界再編へ突入する可能性がより一層高まっています。 

   このような状況下、当社は、平成18年11月16日付で株式会社ライフォートと共同して株式移転により完全親会

  社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を設立いたしました。この経営統合は、営業基盤、主要顧 

  客、得意分野の補完性が高い両社がそれぞれ強みを集結し、将来も競争力ある企業集団として地域に根ざしたド

  ラッグストア連合体として発展・成長を高め得ると確信しております。 

   店舗につきましては、４店舗の新規出店を実施し、退店は７店舗実施いたしました。この結果、当中間会計期

  間末の店舗数は213店となりました。 

   当中間会計期間の当業績は、経営統合施策の一つとして行ったチラシ配布回数削減の影響や、天候不順による

  季節商材の不振等もあり、売上高は、325億96百万円（前年同期比1.2％減）となりました。 

   損益面においては、経営統合による仕入原価の低減及び前述の販促施策の変更による粗利改善・販促費削減効

  果等により、経常利益８億35百万円（前年同期比243.4％増）となり、特別損益として、連結子会社の吸収合併 

  に伴う抱合せ株式消滅差益８億46百万円などの特別利益が９億32百万円、「たな卸資産の評価方法」を売価還元

  法から月次総平均法へ変更したことに伴うたな卸資産評価変更差額９億82百万円、減損損失１億34百万円、賃貸

  借契約等解約損１億44百万円などの特別損失14億５百万円を計上した結果、中間純利益は３億96百万円となりま

  した。 

 

  ①調剤 

   薬価や診療報酬の改定により処方箋単価が低下したものの、中部地区を中心としたインフルエンザの流行によ

  り処方箋枚数が増加し、売上高は35億94百万円（前年同期比1.1％増）となりました。 

  ②ヘルスケア 

   風邪・花粉症関連は需要増となったものの、保健薬・胃腸薬等の需要減の影響を受け、売上高は83億85百万円

  となりました。 

  ③ビューティケア 

   暖冬に伴う保湿スキンケア商品の販売は伸び悩んだものの、春夏シーズン商材やカウンセリング化粧品の販売

  が好調に推移したことにより、売上高は85億３百万円となりました。 

  ④ハウスキーピング 

   販売促進施策の転換に伴い、ベビー用品・日用消耗品等の販売が伸びず、売上高は60億84百万円となりまし 

  た。 

  ④コンビニエンス 

   ペット用品・食品などを中心に販売を強化した結果、売上高は60億16百万円となりました。 

  ⑤卸売 

   商品供給契約先への供給高の減少により、売上高は12百万円となりました。  



(2）キャッシュ・フローの状況 

   当中間会計期間末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、1,037百万円となりました。 

   当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果使用された資金は667百万円となりました。これは主に、税引前中間純利益が362百万円とな 

  り、これに非資金項目である減価償却費259百万円、たな卸資産評価変更差額982百万円の計上や、たな卸資産の

  減少額1,061百万円などキャッシュの増加要因がありましたが、仕入債務の減少額2,129百万円、抱合せ株式消滅

  差益846百万円などのキャッシュの減少要因があったためであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用された資金は226百万円となりました。これは主に、投資有価証券の売却による収入が124

  百万円、保険の解約による収入が122百万円などがあったものの、新規出店を中心とした設備投資による有形・ 

  無形固定資産の取得による支出が585百万円となったためであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果使用された資金は401百万円となりました。これは主に、短期借入金の純増加額が1,954百万円

  となったものの、長期借入金の返済による支出が2,198百万円、配当金の支払額が158百万円となったためであり

  ます。 

  



２【仕入及び販売の状況】 

 当社は医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を主な事業としております。事業の種類別セグ

メント情報の記載を省略しておりますので、商品の部門別の仕入実績及び販売実績を示すと、以下のとおりでありま

す。 

(1）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を商品の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成18年11月16日、㈱ライフォートとの経営統合に伴い、小売商品部門の分類を変更しているため、小売・

卸売の部門別前年同期比は記載しておりません。 

     ３ 前年同期の合計仕入金額には、不動産賃貸収入に係る賃貸原価を含んでおります。 

商品の部門 

当中間会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

金額（百万円）  構成比（％）  前年同期比（％） 

 調 剤 2,402 10.5 100.9 

 小売・卸売       

  ヘルスケア 5,598 24.5 － 

  ビューティケア 6,051 26.4 － 

  ハウスキーピング 4,541 19.8 － 

  コンビニエンス 4,306 18.8 － 

合計 22,900 100.0 91.2 



(2）販売実績 

① 販売方法 

 当社は一般顧客に対して店頭販売を行っております。 

 販売は、その大部分が現金による小売販売であります。法人、団体、医療機関の一部につきましては掛売販売

をしております。 

 掛売の内容は、以下のとおりです。 

ア 処方箋、調剤による診療報酬の保険診療部分を、社会保険診療報酬支払基金等に売掛金として請求してお

ります。 

イ 医薬品券、ビール券等の商品券による商品引換を行っております。 

② 商品部門別販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を商品の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成18年11月16日、㈱ライフォートとの経営統合に伴い、小売商品部門の分類を変更しているため、小売の

部門別前年同期比は記載しておりません。 

３ 前年同期の合計売上高には、仕入先からの受取手数料及び不動産賃貸料が含まれております。 

商品の部門 

当中間会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

金額（百万円）  構成比（％）  前年同期比（％） 

 調 剤 3,594 11.0 101.1 

 小 売       

  ヘルスケア 8,385 25.7 － 

  ビューティケア 8,503 26.1 － 

  ハウスキーピング 6,084 18.7 － 

  コンビニエンス 6,016 18.5 － 

 小売計 28,989 89.0 99.7 

 卸 売 12 0.0 82.2 

合計 32,596 100.0 98.8 



③ 府県別の販売実績 

 当中間会計期間の府県別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 当中間会計期間末日現在の店舗数であります。 

    ２ その他の当中間会計期間の金額は、商品供給契約を締結している取引先に対する商品の卸売高及び、同取引

先からの受取手数料であり、前年同期の金額には、仕入先からの受取手数料及び不動産賃貸に係る賃貸料が

含まれております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

地 域 

当中間会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

店舗数 （注）１ 金額（百万円） 構成比（％）   前年同期比（％） 

 愛知県 103 15,703 48.2 98.6 

 三重県 43 5,954 18.3 94.6 

 奈良県 18 3,036 9.3 101.8 

 大阪府 18 2,874 8.8 100.8 

 岐阜県 10 1,828 5.6 106.7 

 和歌山県 11 1,780 5.5 110.1 

 静岡県 8 1,120 3.4 113.1 

 兵庫県 2 285 0.9 111.7 

 その他 （注）２ － 12 0.0 3.4 

合計 213 32,596 100.0 98.8 



３【対処すべき課題】 

    当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

  １．株式会社ライフォートとの経営統合  

   平成18年８月５日開催の当社臨時株主総会において、当社及び株式会社ライフォートが共同して株式移転により、

  完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を設立することが承認され、平成18年11月16日に設立い

  たしました。 

   完全親会社の概要につきましては、「第５ 経理の状況 ２ 中間財務諸表等 （1）中間財務諸表 注記事項 

  （企業結合関係）」に記載のとおりであります。  

  ２．連結子会社との合併  

    当社は、完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局、株式会社シーズアンドアーパスを平成 

   18年11月16日に吸収合併いたしました。 

    合併の概要につきましては、「第５ 経理の状況 ２ 中間財務諸表等 （1）中間財務諸表 注記事項（企業 

   結合関係）」に記載のとおりであります。  

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において完成した主要な設備は、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

 前事業年度末において実施中又は計画中であった設備の新設等のうち、当中間会計期間末までに完成したものは

「１ 主要な設備の状況」に記載のとおりであります。 

(2）重要な設備計画の変更 

 当中間会計期間末において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設等について、重要な変更はありません。

  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資額 

（百万円） 
完了年月 

売場面積 
（㎡） 

小坂井店 

（愛知県宝飯郡小坂井町）  
新設店舗 88 平成19年２月 670 

打田店 

（和歌山県紀の川市）  
新設店舗 79 平成19年４月 488 

西淡店 

（兵庫県南あわじ市）  
新設店舗 114 平成19年４月 669 

垂水薬局 

（三重県津市）  
新設店舗 85 平成19年４月 752 

４店舗   367   2,579 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

（注）当社は、㈱ライフォートと共同して株式移転により、平成18年11月16日に完全親会社「株式会社アライドハーツ・

   ホールディングス」を設立いたしました。  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 47,875 

計 47,875 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

（平成19年５月15日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年８月８日）
上場証券取引所名 内容 

普通株式 22,587 22,587 ― ― 

計 22,587 22,587 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成18年11月16日～ 

平成19年５月15日  
－ 22,587 － 1,119 － 1,636 

  平成19年５月15日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社アライドハーツ・ホールディングス 神戸市中央区橘通４丁目２番13号 22,587 100.0 

計 ― 22,587 100.0 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

     該当事項はありません。  

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

当社株式は、当該中間会計期間において非上場のため、該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年５月15日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,587 22,587 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 22,587 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,587 ― 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社は、平成18年11月16日、連結子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズア

ンドアーパスを吸収合併しているため、当事業年度より連結財務諸表を作成しておりません。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年11月21日から平成18年５月20日まで）は改正前の中間連結財務諸表規則に

基づいて中間連結財務諸表を作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年11月21日から平成18年５月20日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年11月16日から平成19年５月15日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

(3）当社は、平成18年８月５日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を11月20日から11月

15日に変更いたしました。 

 これに伴い、前中間連結会計期間及び前中間会計期間は平成17年11月21日から平成18年５月20日まで、当中間会

計期間は平成18年11月16日から平成19年５月15日までとなっております。 

 なお、前連結会計年度及び前事業年度は、平成17年11月21日から平成18年11月15日までの360日間となっており

ます。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年11月21日から平成18年５月20日

まで）及び前中間会計期間（平成17年11月21日から平成18年５月20日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、監査法人トーマツの中間監査を受けており、当中間会計期間（平成18年11月16日から平成19年５月15日）の

中間財務諸表については、新日本監査法人の中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年11月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金     1,751 2,333 

２ 売掛金     1,308 1,226 

３ たな卸資産     11,115 9,842 

４ 繰延税金資産     774 911 

５ その他     1,232 927

貸倒引当金     △28 △1 

流動資産合計     16,153 60.9 15,240 59.7 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１   

(1）建物及び構築物   3,761 3,807 

(2）車両運搬具   0 0 

(3）器具及び備品   146 155 

(4）土地   1,321 1,321 

(5）建設仮勘定   247 5,476 20.6 117 5,400 21.1 

２ 無形固定資産     383 1.4 405 1.6 

３ 投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※３ 391 379 

(2）長期貸付金   1,255 1,252 

(3）繰延税金資産   499 483 

(4）敷金・差入保証金   1,895 1,861 

(5）その他   492 528

貸倒引当金   △14 4,518 17.0 △14 4,491 17.6 

固定資産合計     10,378 39.1 10,297 40.3 

Ⅲ 繰延資産     2 0.0 ― ― 

資産合計     26,535 100.0 25,538 100.0 

      

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年11月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※３   11,664 10,467 

２ 短期借入金     1,500 1,300 

３ １年内返済予定 
長期借入金 

    1,627 2,311 

４ 未払金     1,204 1,641 

５ 未払法人税等     265 346 

６ 賞与引当金     357 －

７ ポイント債務引当金     1,178 1,340 

８ その他     262 344

流動負債合計     18,060 68.1 17,750 69.5 

Ⅱ 固定負債     

１ 社債     300 300 

２ 長期借入金     2,814 2,064 

３ 退職給付引当金     129 116 

４ 役員退職慰労引当金     209 ― 

５ その他     84 125

固定負債合計     3,537 13.3 2,607 10.2 

負債合計     21,598 81.4 20,357 79.7 

      

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金     1,100 4.2 1,119 4.4

２ 資本剰余金     1,617 6.1 1,636 6.4

３ 利益剰余金     2,185 8.2 2,394 9.4

株主資本合計     4,904 18.5 5,150 20.2 

Ⅱ 評価・換算差額等     

その他有価証券 
評価差額金 

    32 0.1 29 0.1 

評価・換算差額等 
合計 

    32 0.1 29 0.1 

純資産合計     4,936 18.6 5,180 20.3 

負債純資産合計     26,535 100.0 25,538 100.0 

        



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     33,006 100.0 65,950 100.0 

Ⅱ 売上原価     24,632 74.6 49,071 74.4 

売上総利益     8,374 25.4 16,878 25.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 広告宣伝費   706 1,351 

２ 給与及び手当   3,157 6,836 

３ 福利厚生費   430 830 

４ 貸倒引当金繰入額   0 － 

５ 賞与引当金繰入額   357 －

６ 退職給付費用   58 114 

７ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  11 20 

８ 賃借料   1,546 3,085 

９ 減価償却費   241 498 

10 ポイント債務引当金 
  繰入額 

  356 518 

11 のれんの償却額   5 10 

12 その他   1,292 8,163 24.7 2,708 15,975 24.2 

営業利益     211 0.6 903 1.4 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   11 22 

２ 受取配当金   0 6 

３ 受取手数料   9 18 

４ 販売促進用備品受贈益   15 24 

５ 持分法による投資利益   9 7 

６ 買掛金修正益   12 －

７ その他   16 75 0.2 29 109 0.2 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   26 54 

２ 営業外手数料   3 7 

３ 経営統合関連費用    － 68 

４ その他   13 43 0.1 21 153 0.2 

経常利益     243 0.7 859 1.3 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益     

１ 貸倒引当金戻入益   0     28     

２ その他    0 0 0.0 0 28 0.0 

Ⅶ 特別損失     

１ 過年度減価償却費   243 243 

２ 過年度ポイント債務 
引当金繰入額 

  821 821 

３ 退職給付費用   424 424 

４ 過年度役員退職慰労 
引当金繰入額 

  5 11 

５ 固定資産除却損 ※１ 83 120 

６ 減損損失 ※２ 661 801 

７ リース解約損   3 1 

８ 役員退職金   ― 6 

９ その他   22 2,265 6.9 96 2,526 3.8 

税金等調整前中間 
（当期）純損失（△） 

    △2,021 △6.1 △1,639 △2.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  261 553 

法人税等調整額   △1,065 △804 △2.4 △1,184 △630 △1.0 

中間（当期）純損失
（△） 

    △1,217 △3.7 △1,008 △1.5 

        



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

 （注） 平成18年２月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

 

平成17年11月20日残高
（百万円） 

1,096 1,613 3,537 6,247 37 37 6,284 

中間連結会計期間中の
変動額 

      

 新株の発行 4 4 ― 8 ― ― 8 

 剰余金の配当 ― ― △134 △134 ― ― △134 

 中間純損失 ― ― △1,217 △1,217 ― ― △1,217 

 株主資本以外の項目 
 の中間連結会計期間 
 中の変動額（純額） 

― ― ― ― △4 △4 △4 

中間連結会計期間中の
変動額合計（百万円） 

4 4 △1,352 △1,343 △4 △4 △1,347 

平成18年５月20日残高
（百万円） 

1,100 1,617 2,185 4,904 32 32 4,936 

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年11月20日残高
（百万円） 

1,096 1,613 3,537 6,247 37 37 6,284 

連結会計年度中の変動
額 

      

新株の発行 23 23 － 46 － － 46 

剰余金の配当（注） － － △134 △134 － － △134 

当期純損失 － － △1,008 △1,008 － － △1,008 

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額） 

－ － － － △7 △7 △7 

連結会計年度中の変動
額合計（百万円） 

23 23 △1,142 △1,096 △7 △7 △1,103 

平成18年11月15日残高
（百万円） 

1,119 1,636 2,394 5,150 29 29 5,180 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 税金等調整前 
中間（当期）純損失（△） 

  △2,021 △1,639 

２ 減価償却費   241 499 

３ 貸倒引当金の減少額   △0 △27 

４ 退職給付引当金の増加額   109 96 

５ 役員退職慰労引当金の 
増減額（△減少額） 

  14 △156 

６ ポイント債務引当金の増加額   1,178 1,340 

７ 前払年金費用の減少額   302 288 

８ 受取利息及び受取配当金   △11 △29 

９ 支払利息   26 54 

10 固定資産除却損   83 120 

11 販売促進用備品受贈益   △15 △24 

12 減損損失   661 801 

13 過年度減価償却費   243 243 

14 売上債権の減少額   9 91 

15 たな卸資産の増減額 
（△増加額） 

  △468 804 

16 未収入金の増減額 
（△増加額） 

  △15 313 

17 仕入債務の減少額   △23 △1,210 

18 未払金の増加額   104 86 

19 未払費用の増減額 
（△減少額） 

  28 △23 

20 未払消費税等の増減額 
（△減少額） 

  △36 75 

21 その他   △24 77 

小計   386 1,782 

22 利息及び配当金の受取額   11 29 

23 利息の支払額   △27 △55 

24 法人税等の支払額   △387 △630 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △16 1,125 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 定期預金の預入による支出   ― △3 

２ 定期預金の払戻による収入   6 6 

３ 投資有価証券 
の取得による支出 

  △8 △10 

４ 投資有価証券 
の売却による収入 

  0 0 

６ 有形固定資産 
の取得による支出 

  △274 △525 

７ 無形固定資産 
の取得による支出 

  △7 △52 

８ 長期前払費用 
の払込による支出 

  △12 △40 

９ 貸付けによる支出   △21 △93 

10 貸付金の回収による収入   44 96 

11 敷金・差入保証金 
の払込による支出 

  △69 △76 

12 敷金・差入保証金 
の返還による収入 

  32 65 

13 その他   23 19 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △286 △614 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 短期借入金の純増加額   200 ― 

２ 長期借入れによる収入   1,400 1,900 

３ 長期借入金の返済による支出   △1,196 △1,762 

４ 株式の発行による収入   8 46 

５ 配当金の支払額   △130 △133 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  282 50 

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
   換算差額  

  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額（△減少額） 

  △20 561 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,772 1,772 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

※ 1,751 2,333 

      



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 

㈱白沢ドラッグ、㈱東洋薬局、㈱シーズアンドア

ーパス 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 

㈱白沢ドラッグ、㈱東洋薬局、㈱シーズアンドア

ーパス 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱ジップ・コーポレーション 

㈱プロアクト 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱ジップ・コーポレーション 

（連結の範囲から除いた理由） 

 総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないためでありま

す。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 ２社 

ビーア㈱ 

㈱ジップウォンツ 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 ２社 

同左 

(2）持分法を適用しない非連結子会社の名称 

㈱ジップ・コーポレーション 

㈱プロアクト 

(2）持分法を適用しない非連結子会社の名称 

㈱ジップ・コーポレーション 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であるため、持分法の適用から除外しておりま

す。 

(3）ビーア㈱、㈱ジップウォンツとも中間決算日が中間

連結決算日と異なるため、各社の中間会計期間に係る

中間財務諸表を使用しております。 

(3）ビーア㈱、㈱ジップウォンツとも決算日が連結決算

日と異なるため、各社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間会計期間の末日は、中間連

結決算日と一致しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日

と一致しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

商品 

 売価還元法による原価法 

 ただし調剤薬品については最終仕入原価法によ

る原価法 

② たな卸資産 

商品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法 

（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は、定額法） 

 事業用定期借地権が設定されている借地上の建物

については、当該借地契約期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～47年 

器具及び備品   ２～20年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 同 左 

  

   

  

  

  

     なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

     建物及び構築物  ３～47年  

     器具及び備品   ２～20年  

無形固定資産 

 定額法 

 なお、借地権については、借地契約期間を耐用年

数とする定額法を採用しております。 

無形固定資産 

 同左 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当

中間連結会計期間負担額を計上しております。 

 なお、連結会計年度末においては、未払従業員賞

与は未払金として表示しております。 

② 賞与引当金 

────── 

③ ポイント債務引当金 

 販売促進を目的とするポイントカード制度に基づ

き、顧客に付与したポイントの利用負担に備えるた

め、将来の費用負担見込額を計上しております。 

③ ポイント債務引当金 

 同 左 

（追加情報） 

 従来、ポイントカードのポイント利用により発生

する費用については、ポイントと商品券等との交換

時に費用処理しておりましたが、当中間連結会計期

間においてポイントの管理体制が整備され、将来使

用されると見込まれる額の合理的な見積りが可能と

なったため、当中間連結会計期間より、将来の費用

負担見込額についてポイント債務引当金として計上

しております。これにより、従来の方法によった場

合に比べ、営業利益及び経常利益は356百万円減少

し税金等調整前中間純損失は1,178百万円増加して

おります。 

（追加情報） 

 従来、ポイントカードのポイント利用により発生

する費用については、ポイントと商品券等との交換

時に費用処理しておりましたが、当連結会計年度に

おいてポイントの管理体制が整備され、将来使用さ

れると見込まれる額の合理的な見積りが可能となっ

たため、当連結会計年度より、将来の費用負担見込

額についてポイント債務引当金として計上しており

ます。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益及び経常利益は518百万円減少し税金等調整

前当期純損失は1,340百万円増加しております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計

期間末における退職給付債務及び年金資産に基づ

き、当中間連結会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。また、執行役員

については、内規に基づく当中間連結会計期間末要

支給額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれの発

生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。 

（追加情報） 

 当社及び連結子会社の退職給付債務の算定方法に

ついては、従来簡便法を採用しておりましたが、当

中間連結会計期間から原則法により算定する方法へ

変更しております。この変更は退職給付に関する数

理計算を実施する環境が整備されたことに伴い、よ

り適正な期間損益計算を行うためであります。この

結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、営

業利益および経常利益は24百万円減少し、税金等調

整前中間純損失は449百万円増加しております。 

（追加情報） 

 当社及び連結子会社の退職給付債務の算定方法に

ついては、従来簡便法を採用しておりましたが、当

連結会計年度から原則法により算定する方法へ変更

しております。この変更は退職給付に関する数理計

算を実施する環境が整備されたことに伴い、より適

正な期間損益計算を行うためであります。 

 この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比

べ、営業利益および経常利益は35百万円減少し、税

金等調整前当期純損失は463百万円増加しておりま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しており

ます。 

 なお、過年度相当額54百万円については平成14年

11月期より５年間で均等額を費用処理することとし

ております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

―――――― 

  （追加情報） 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく要支給額を計上しておりましたが、当連結会計

年度において役員退職慰労金制度を廃止いたしまし

た。 

 これにより「役員退職慰労引当金」を全額取崩

し、打ち切り支給額の未払い分については、固定負

債の「その他」として表示しております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、控除対象外消費税等は、発生中間連結会計

期間の期間費用として処理しております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、控除対象外消費税等は、発生連結会計年度

の期間費用として処理しております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより当中間連結会計期間の営業利益、経常利益は31

百万円増加し、税金等調整前中間純損失は630百万円増加

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより当連結会計年度の営業利益、経常利益は62

百万円増加し、税金等調整前当期純損失は738百万円増加

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

（建物等の減価償却方法の変更） 

 事業用定期借地権が設定されている借地上の建物の償却

方法については、当該契約満了時に更地返還義務があるこ

とから、当中間連結会計期間より従来の税法上の耐用年数

に基づく減価償却方法から当該借地契約期間を耐用年数と

し残存価額を零とする定額法に変更しました。 

 また、借地権については、税法の規定に基づき償却を行

わず取得原価で資産計上していましたが借地契約期間を耐

用年数とする定額法により償却することに変更しました。

これらは、費用の適正な期間配分を行うため、また、経営

統合を予定している株式会社ライフォートと会計方針を統

一するために変更するものであります。この結果、前中間

連結会計期間と同一の方法を採用した場合と比較して、当

中間連結会計期間の減価償却費は36百万円増加し、営業利

益、経常利益は36百万円減少し、税金等調整前中間純損失

は279百万円増加しております。 

（建物等の減価償却方法の変更） 

 事業用定期借地権が設定されている借地上の建物の償却

方法については、当該契約満了時に更地返還義務があるこ

とから、当連結会計年度より従来の税法上の耐用年数に基

づく減価償却方法から当該借地契約期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法に変更しました。 

 また、借地権については、税法の規定に基づき償却を行

わず取得原価で資産計上していましたが借地契約期間を耐

用年数とする定額法により償却することに変更しました。

これらは、費用の適正な期間配分を行うため、また、経営

統合を予定している株式会社ライフォートと会計方針を統

一するために変更するものであります。この結果、前連結

会計年度と同一の方法を採用した場合と比較して、当連結

会計年度の減価償却費は73百万円増加し、営業利益、経常

利益は73百万円減少し、税金等調整前当期純損失は316百

万円増加しております。 

（中間連結貸借対照表「純資産の部」の表示） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号）に基づいて中間連結

貸借対照表を作成しております。これは、同会計基準及び

適用指針が当中間連結会計期間より適用されることによる

ものであります。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、4,936

百万円であります。 

（連結貸借対照表「純資産の部」の表示） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月9日）を適用しております。従来の資本の部の合

計に相当する金額は5,180百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年５月20日） 

前連結会計年度末 
（平成18年11月15日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,350百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,535百万円 

 ２ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金および出店資金の効率的な運営を

図るため、取引銀行16行と当座貸越契約を締結してお

ります。 

 当中間連結会計期間末における当座貸越契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりであります。 

２ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金および出店資金の効率的な運営を図

るため、取引銀行15行と当座貸越契約を締結しておりま

す。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額

の総額 
7,150百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 5,650百万円

当座貸越極度額

の総額 
9,400百万円

借入実行残高 1,300百万円

当連結会計年度

末未使用残高 
8,100百万円

※３ 担保提供資産 ※３ 担保提供資産 

投資有価証券 19百万円 投資有価証券 16百万円

 上記資産は、買掛金613百万円の担保に供しており

ます。 

 上記資産は、買掛金163百万円の担保に供しており

ます。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

※１ 固定資産除却損の内訳 ※１ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 26百万円

器具及び備品 1百万円

敷金・ 

差入保証金 
3百万円

長期貸付金 39百万円

長期前払費用 9百万円

その他 3百万円

合計 83百万円

建物及び構築物 51百万円

器具及び備品 3百万円

敷金・ 

差入保証金 
15百万円

長期貸付金 36百万円

その他 14百万円

合計 120百万円

※２ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しました。 

※２ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

愛知県 
１件 

遊休資産 土地 33 

奈良県 
１件 

賃貸資産 
建物・器具及び備品・
その他 

60 

愛知県 
６件 

店舗 
建物・器具及び備品・
リース資産・その他 

140 

大阪府 
５件 

店舗 
建物・器具及び備品・
リース資産・その他 

76 

三重県 
６件 

店舗 
建物・器具及び備品・
リース資産・その他 

69 

その他 
12件 

店舗等 
建物・器具及び備品・
リース資産・その他 

281 

場所 用途 種類 
減損損失 
(百万円) 

愛知県 
１件 

遊休資産 土地 33 

愛知県 
８件 

店舗 
建物及び構築物・器具
及び備品・リース資
産・その他 

145 

三重県 
８件 

店舗 
建物及び構築物・器具
及び備品・リース資
産・その他 

113 

大阪府 
５件 

店舗 
建物及び構築物・器具
及び備品・リース資
産・その他 

76 

和歌山県
３件 

店舗 
建物及び構築物・器具
及び備品・リース資
産・その他 

110 

奈良県 
１件 

賃貸資産
建物及び構築物・器具
及び備品・その他 

60 

岐阜県 
１件 

店舗 
建物及び構築物・器具
及び備品・リース資
産・その他 

62 

その他 
10件 

賃貸資産
等 

建物及び構築物・器具
及び備品・リース資
産・その他 

197 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、店舗資産・賃貸資産・遊休資産のそれ

ぞれの用途において物件単位ごとにグルーピングして

おります。その結果、店舗資産・賃貸資産について

は、収益性の悪化により、遊休資産については、市場

価格の下落により、それぞれ回収可能価額が帳簿価額

を下回った上記資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（661百万円）

として特別損失に計上しました。 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、店舗資産・賃貸資産・遊休資産のそれ

ぞれの用途において物件単位ごとにグルーピングして

おります。 

 その結果、店舗資産・賃貸資産については、収益性

の悪化により、遊休資産については、市場価格の下落

により、それぞれ回収可能価額が帳簿価額を下回った

上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（801百万円）として特別

損失に計上しました。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

減損損失の内訳 減損損失の内訳 

建物及び構築物 541百万円 

器具及び備品 14百万円 

土地 33百万円 

リース資産 29百万円 

その他 42百万円 

計 661百万円 

建物及び構築物 669百万円 

土地 33百万円 

器具及び備品 18百万円 

リース資産 32百万円 

その他 48百万円 

計 801百万円 

 当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測定して

おります。 

 なお、遊休資産については重要性が乏しいため、固

定資産税評価額を基準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを４％で割り引いて算定しております。 

 当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測定して

おります。 

 なお、遊休資産については重要性が乏しいため、固

定資産税評価額を基準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを４％で割り引いて算定しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ※新株予約権の行使によるものです。 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 注１ 新株予約権の当期減少は、新株予約権の行使によるものです。 

２ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものです。 

４．配当に関する事項 

配当金の支払 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当期増加株式数 当期減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数 

摘要 

発行済株式           

普通株式 22,394株 37株 ― 22,431株 ※ 

合計 22,394株 37株 ― 22,431株   

区分 
新株 
予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権と目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円） 

摘要 
前連結会計
年度末 

当期増加 当期減少 
当中間連結
会計期間末

提出会社 新株予約権 普通株式 1,115 ― 37 1,078 ― 注１ 

合計   ―   

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年２月16日 

定時株主総会 
普通株式 134百万円 6,000円 平成17年11月20日 平成18年２月17日



前連結会計年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ※ 普通株式の発行済株式数の増加193株は、新株予約権の行使によるものです。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金の支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当期増加株式数 当期減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

摘要 

発行済株式           

普通株式 22,394株 193株 ― 22,587株 ※ 

合計 22,394株 193株 ― 22,587株   

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年２月16日 

定時株主総会 
普通株式 134百万円 6,000円 平成17年11月20日 平成18年２月16日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年２月９日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 158百万円 7,000円 平成18年11月15日 平成19年２月13日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対

  照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

  記されている科目の金額との関係 

（平成18年５月20日現在） （平成18年11月15日現在）

現金及び預金勘定 1,751百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金、定期積金 
―百万円 

現金及び現金同等物 1,751百万円 

現金及び預金勘定 2,333百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金、定期積金 
―百万円 

現金及び現金同等物 2,333百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
器具及び備品 

(百万円) 

無形固定資産 

(ソフトウェア) 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

取得価額 

相当額 
2,228 787 3,015 

減価償却累計

額相当額 
1,206 428 1,634 

減損損失累計

額相当額 
29 ― 29 

中間期末 

残高相当額 
992 358 1,351 

  
器具及び備品 

(百万円) 

無形固定資産 

(ソフトウェア) 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

取得価額 

相当額 
2,179 771 2,950 

減価償却累計

額相当額 
1,303 489 1,792 

減損損失累計

額相当額 
32 ― 32 

期末残高 

相当額 
842 282 1,125 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 569百万円 

１年超 817百万円 

合計 1,386百万円 

リース資産減

損勘定の残高 
23百万円 

１年内 537百万円 

１年超 618百万円 

合計 1,156百万円 

リース資産減

損勘定の残高 
20百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 316百万円 

リース資産減損

勘定の取崩額 
5百万円 

減価償却費 

相当額 
295百万円 

支払利息 

相当額 
19百万円 

減損損失 29百万円 

支払リース料 629百万円 

リース資産減損

勘定の取崩額 
11百万円 

減価償却費 

相当額 
588百万円 

支払利息 

相当額 
35百万円 

減損損失 32百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同 左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 同 左 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

１年内 69百万円 

１年超 419百万円 

合計 488百万円 

１年内 67百万円 

１年超 387百万円 

合計 454百万円 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年５月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

前連結会計年度末（平成18年11月15日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成17年11月21日 至平成18年５月20日）及び前連結会計年度（自平成17年11月21日 

至平成18年11月15日）において、当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありませ

ん。 

  （単位：百万円）

種類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 46 101 54 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 19 20 0 

合計 65 121 55 

  （単位：百万円）

内容 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式 182 

その他 3 

合計 186 

  （単位：百万円）

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 46 97 50 

(2）債券 － － － 

(3）その他 20 20 △0 

合計 67 117 50 

  （単位：百万円）

内容 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 182 

その他 3 

合計 186 



（ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付関係等） 

前中間連結会計期間（自平成17年11月21日 至平成18年５月20日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成17年11月21日 至平成18年11月15日） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等） 

前中間連結会計期間（自平成17年11月21日 至平成18年５月20日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成17年11月21日 至平成18年11月15日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）１ 株式数に換算しております。 

２ 付与対象者及び付与数は、決議時点での対象者数と付与数であります。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成18年11月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションについては株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  平成14年のストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 （注）２ 

当社役員   ５名 

当社従業員  17名 

子会社役員  ６名 

子会社従業員 ８名 

ストック・オプションの数 （注）１，２ 普通株式 1,487株 

付与日 平成14年５月31日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成16年６月１日から平成24年５月31日まで。 

  平成14年のストック・オプション 

前連結会計年度末（株） 1,115 

権利行使（株） 193 

失効（株） 6 

未行使残（株） 916 

  平成14年のストック・オプション 

権利行使価格（円） 240,000 

行使時平均株価（円） 527,185 

公正な評価単価（円） ― 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年11月21日 至平成18年５月20日）及び前連結会計年度（自平成17年11月21日

至平成18年11月15日）におきまして、当社グループは医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事

業を主な事業としております。前中間連結会計期間及び前連結会計年度におきまして、この事業の売上高及び営

業利益の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年11月21日 至平成18年５月20日）及び前連結会計年度（自平成17年11月21日

至平成18年11月15日）におきまして、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外店舗がないため、該

当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年11月21日 至平成18年５月20日）及び前連結会計年度（自平成17年11月21日

至平成18年11月15日）におきまして、海外売上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注） 算定上の基礎 

１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

１株当たり純資産額 220,091円25銭

１株当たり中間純損失金額 △54,331円50銭

１株当たり純資産額 229,348円06銭

１株当たり当期純損失金額 44,945円94銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につい

ては、１株当たり中間純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

１株当たり中間（当期）純損失金額     

中間（当期）純損失（△） 

           （百万円） 
△1,217 △1,008 

普通株主に帰属しない金額 

           （百万円） 
― ― 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（△）        （百万円） 
△1,217 △1,008 

普通株式の期中平均株式数（株） 22,411 22,434 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
    

中間（当期）純利益調整額 

           （百万円） 
― ― 

普通株式増加数（株） ― ― 

（うち新株予約権） ― ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新 株予

約権の数1,078個） 

 なお、概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

新株予約権１種類（新株予約

権の数916個） 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日） 

１．経営統合について 

 当社は、株式会社ライフォートと共同して会社法第772条に定める株式の移転の方法により、完全親会社

「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を設立しその完全子会社となることについて平成18年８月

５日の臨時株主総会で承認されました。 

 なお、その内容は、次のとおりです。 

(1）株式移転による経営統合の目的 

 ドラッグストア業界は、大手各社の積極出店、改正薬事法の施行に伴う異業態の新規参入等による競争

の激化、およびメーカー・卸の大型再編や医療費負担抑制策の影響など、大きな変革期を迎えようとして

います。 

 このような経営環境下、両社はこの大変革期の到来をチャンスと捉え、営業基盤、主要顧客、得意分野

の補完性が高い両社がそれぞれの強みを集結し将来も競争力のある企業集団として発展・成長していくた

めに、経営統合を行うことが両社にとって最善の選択であると判断いたしました。 

(2）株式移転の概要 

① 株式移転の基本スキーム 

 両社は、株式移転により共同で完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス（以下、

「完全親会社」という）」を設立し、その完全子会社となります。 

② 株式移転期日  平成18年11月16日（予定） 

③ 株式移転比率 

 当社の株式１株に対して完全親会社の株式1,080株、株式会社ライフォートの株式１株に対して完全

親会社の株式２株を割当て交付いたします。 

④ 設立後における新会社の上場申請に関する事項 

 新たに設立する完全親会社はジャスダック証券取引所に新規上場申請を行うことを予定しています。

 なお、株式移転に伴い両社の株式は上場廃止となる予定であります。 

⑤ ジップ・ホールディングス発行新株予約権に関する対応 

 完全親会社は、株式移転に際して、株式移転期日前日の最終の新株予約権原簿に記載または記録され

た当社新株予約権の新株予約権者に対し、当社新株予約権に代えて、完全親会社新株予約権を当社新株

予約権１個に対して完全親会社新株予約権１個の割合で交付するものといたします。 

(3）完全親会社の概要 

① 商号      株式会社アライドハーツ・ホールディングス 

英文名     Allied Hearts Holdings Co.,Ltd. 

② 事業内容    ドラッグストア・調剤薬局チェーンの持株会社 

③ 本店所在地   兵庫県神戸市中央区 

④ 取締役 

⑤ 資本金     1,413百万円 

⑥ 発行予定株式数 46,487,660株 

 但し、この発行株式数は、平成18年７月３日現在の当社及び株式会社ライフォートの発行済株式数を

前提として算定されたものであり株式移転期日の前日までに当社の新株予約権が行使された場合は、当

該株式数を増加させるものとします。 

⑦ 単元株式数   単元株式数は1,000株とする予定です。 

⑧ 決算期     11月15日 

代表取締役会長 久松 正志 

代表取締役社長 石橋 一郎 

代表取締役副社長 北嶋 永一 

取締役 西崎 昭 

取締役 平瀬 禎治 

社外取締役 北山 真 



(4）共同して完全親会社を設立する株式会社ライフォートの概要 （平成18年５月15日） 

① 商号      株式会社ライフォート 

② 設立      昭和45年12月19日 

③ 事業内容    医薬品、化粧品、生活雑貨を中心とする生活関連用品の販売および卸売、保険調剤

④ 本店所在地   兵庫県尼崎市水堂町３丁目18番21号 

⑤ 資本金     317百万円 

⑥ 代表者     石橋 一郎 

⑦ 従業員数    538名 

⑧ 売上高及び当期純利益（平成18年５月期） 

売上高（連結）  35,010百万円 

当期純利益（連結）  391百万円 

⑨ 資産、負債及び資本の状況 

資産合計（連結） 15,115百万円 

負債合計（連結） 11,164百万円 

純資産合計（連結） 3,950百万円 

前連結会計年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

株式移転による完全親会社設立 

 当社は、株式会社ライフォートと経営統合を行うため、平成18年８月５日開催の両社の株主総会での承認を

得て、同社と共同して株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を平成18

年11月16日に設立いたしました。 

１．共同持株会社の概要 

企業の名称：株式会社アライドハーツ・ホールディングス 

事業の内容：ドラッグストア・調剤薬局チェーンの持株会社 

２．共同して持株会社を設立するの株式会社ライフォートの概要 

企業の名称：株式会社ライフォート 

事業の内容：医薬品、化粧品、生活雑貨を中心とする生活関連用品の販売および卸売、保険調剤 

資産、負債及び純資産の内訳（連結） 

流動資産   7,186百万円 

固定資産   7,739百万円 

資産合計  14,925百万円 

流動負債   8,058百万円 

固定負債   2,644百万円 

負債合計  10,702百万円 

純資産合計  4,222百万円 

３．企業結合の目的 

 ドラッグストア業界は、大手各社の積極出店、改正薬事法の施行に伴う異業態の新規参入等による競争の

激化、及びメーカー・卸の大型再編や医療費負担抑制策の影響など、大きな変革期を迎えようとしていま

す。 

 このような経営環境下、両社はこの大変革期の到来をチャンスと捉え、営業基盤、主要顧客、得意分野の

補完性が高い両社がそれぞれの強みを集結し将来も競争力のある企業集団として発展・成長していくため

に、経営統合を行うことが両社にとって最善の選択であると判断いたしました。 

４．企業結合日：平成18年11月16日 

５．企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

 会社法第772条に定める株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を

平成18年11月16日に設立いたしました。 



６．議決権のある株式の移転比率及び算定方法 

(1）議決権のある株式の移転比率 

 当社の株式１株に対して完全親会社の株式1,080株、株式会社ライフォートの株式１株に対して完全親

会社の株式２株を割当て交付いたしました。 

(2）算定方法 

 当社は三菱UFJ証券株式会社に、株式会社ライフォートは株式会社みずほ銀行にそれぞれ株式移転比率

の算定を依頼し、その算定結果を参考として、両社間で協議した結果、上記のとおり合意いたしました。

 三菱UFJ証券株式会社は、両社それぞれについて、市場株価平均法、類似会社比準法及び修正純資産法

による分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

 株式会社みずほ銀行は、両社それぞれについて、市場株価方式、類似会社比較方式及びDCF（ディスカ

ウンテッド・キャッシュ・フロー）方式による分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率

を算定しました。 

７．株式移転により発行する株式数：46,649,660株（普通株式） 

当社の株式の移転により発行する株式数         24,393,960株 

株式会社ライフォートの株式の移転により発行する株式数 22,255,700株 

８．企業結合後の議決権比率 

当社 52.1％：株式会社ライフォート 47.9％ 

９．企業結合の会計上の分類 

 企業結合の会計上の分類（取得又は持分の結合）については、結合後企業（株式会社アライドハーツ・ホ

ールディングス）が決定することになります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年５月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年５月15日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年11月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     739 1,037   1,785 

２ 売掛金     8,181 1,259   8,135 

３ たな卸資産     10 7,799     

４ 関係会社短期貸付
金 

    3,098 －   1,785 

５ その他     1,920 1,905   1,613 

貸倒引当金     △20 －   ― 

流動資産合計     13,929 60.9 12,001 54.1   13,319 59.6 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物   1,419   3,433 1,593   

(2）土地   18   1,321 18   

(3）その他   413 1,851 8.1 690 5,445 24.6 278 1,891 8.5 

２ 無形固定資産               

 (1）のれん    －     173 －     

 (2）その他    113 113 0.5 302 476 2.1 145 145 0.6 

３ 投資その他の資産           

(1）関係会社株式   1,513   75 1,507   

(2）差入保証金    1,587   3,123 1,642   

(3）関係会社 
長期貸付金 

  3,127   － 3,127   

(4）その他 ※４ 757   1,076 713   

貸倒引当金   △1 6,985 30.5 △22 4,252 19.2 ― 6,991 31.3 

固定資産合計     8,950 39.1 10,174 45.9   9,028 40.4 

Ⅲ 繰延資産     2 0.0 － －   ― ― 

資産合計     22,882 100.0 22,176 100.0   22,348 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年５月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年５月15日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年11月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     10,771 8,337   10,082 

２ 短期借入金     1,500 3,254   1,300 

３ １年内返済予定 
長期借入金 

    1,598 1,304   2,298 

４ 賞与引当金     41 315   － 

５ ポイント債務 
  引当金  

    － 1,399   － 

６ 未払金      1,261 1,330   1,160 

７ その他 ※２   50 257   753 

流動負債合計     15,222 66.5 16,199 73.1   15,595 69.8 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     300 300   300 

２ 長期借入金     2,803 855   2,054 

３ 退職給付引当金     19 74   10 

４ 役員退職慰労引当
金 

    139 37   ― 

５ その他     32 89   33 

固定負債合計     3,295 14.4 1,356 6.1   2,397 10.7 

負債合計     18,517 80.9 17,555 79.2   17,993 80.5 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     1,100 4.8 1,119 5.0   1,119 5.0

２ 資本剰余金           

 （1）資本準備金   1,617   1,636 1,636   

    資本剰余金合計     1,617 7.1 1,636 7.4   1,636 7.3

３ 利益剰余金           

 （1）その他利益剰余金           

    繰越利益剰余金   1,646   1,839 1,601   

   利益剰余金合計     1,646 7.2 1,839 8.3   1,601 7.2

株主資本合計     4,365 19.1 4,595 20.7   4,357 19.5 

Ⅱ 評価・換算差額等           

  １．その他有価証券 
       評価差額金 

    △0 △0.0 24 0.1   △2 △0.0

評価・換算差額等 
合計 

    △0 △0.0 24 0.1   △2 △0.0 

純資産合計     4,364 19.1 4,620 20.8   4,355 19.5 

負債純資産合計     22,882 100.0 22,176 100.0   22,348 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     25,207 100.0 32,596 100.0   49,184 100.0 

Ⅱ 売上原価     24,301 96.4 23,961 73.5   47,468 96.5 

売上総利益     906 3.6 8,635 26.5   1,716 3.5 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   849 3.4 7,830 24.0   1,627 3.3 

営業利益     56 0.2 804 2.5   88 0.2 

Ⅳ 営業外収益 ※２   540 2.1 144 0.4   620 1.3 

Ⅴ 営業外費用 ※３   32 0.1 114 0.3   136 0.3 

経常利益     565 2.2 835 2.6   572 1.2 

Ⅵ 特別利益 ※４   0 0.0 932 2.8   22 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※5・6   562 2.2 1,405 4.3   658 1.3 

税引前中間（当期）
純利益（△は純損
失） 

    3 0.0 362 1.1   △63 △0.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  13   23 8   

過年度法人税等    －   134 －   

法人税等調整額   △197 △184 △0.7 △192 △34 △0.1 △214 △206 △0.4 

中間（当期）純利益     188 0.7 396 1.2   142 0.3 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成17年11月20日残高 
     （百万円） 

1,096 1,613 1,613 1,592 1,592 4,302 

中間会計期間中の変動
額 

    

 新株の発行 4 4 4     8 

 剰余金の配当       △134 △134 △134 

 中間純利益       188 188 188 

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額（純額） 

            

中間会計期間中の変動
額合計  （百万円） 

4 4 4 53 53 62 

平成18年５月20日残高 
     （百万円） 

1,100 1,617 1,617 1,646 1,646 4,365 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
評価・換算差額等

合計 

平成17年11月20日残高 
     （百万円） 

0 0 4,302 

中間会計期間中の変動
額 

 

 新株の発行     8 

 剰余金の配当     △134 

 中間純利益     188 

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額（純額） 

△0 △0 △0 

中間会計期間中の変動
額合計  （百万円） 

△0 △0 62 

平成18年５月20日残高 
     （百万円） 

△0 △0 4,364 



当中間会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年11月15日残高
（百万円） 

1,119 1,636 1,636 1,601 1,601 4,357

中間会計期間中の変動
額 

    

 剰余金の配当   △158 △158 △158

 中間純利益   396 396 396

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額（純額） 

    

中間会計期間中の変動
額合計（百万円） 

－ － － 238 238 238

平成19年５月15日残高
（百万円） 

1,119 1,636 1,636 1,839 1,839 4,595

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
評価・換算差額等

合計 

平成18年11月15日残高
（百万円） 

△2 △2 4,355

中間会計期間中の変動
額 

 

 剰余金の配当   △158

 中間純利益   396

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額（純額） 

26 26 26

中間会計期間中の変動
額合計（百万円） 

26 26 265

平成19年５月15日残高
（百万円） 

24 24 4,620



前事業年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

 （注） 平成18年２月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

その他有価 
証券評価 
差額金 

評価・換算 
差額等 
合計 資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成17年11月20日残高 
（百万円） 

1,096 1,613 1,613 1,592 1,592 4,302 0 0 4,302 

事業年度中の変動額         

新株の発行 23 23 23 46     46 

剰余金の配当（注）     △134 △134 △134     △134 

当期純利益     142 142 142     142 

 株主資本以外の項目の事
業 
 年度中の変動額（純額） 

    △2 △2 △2 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

23 23 23 8 8 54 △2 △2 52 

平成18年11月15日残高 
（百万円） 

1,119 1,636 1,636 1,601 1,601 4,357 △2 △2 4,355 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

(自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税引前中間純利益   362 

２ 減価償却費   259 

３ 抱合せ株式消滅差益    △846 

４ 商品未実現損益修正損    102 

５ 貸倒引当金の増加額   10 

６ 賞与引当金の増加額    315 

７ 退職給付引当金の減少額   △41 

８ ポイント債務引当金の増加額   58 

９ 受取利息及び受取配当金   △22 

10 支払利息   33 

11 保険解約益   △56 

12 減損損失   134 

13 賃貸借契約等解約損   98 

14 たな卸資産評価変更差額    982 

15 売上債権の増加額   △32 

16 たな卸資産の減少額   1,061 

17 その他資産の増加額   △9 

18 仕入債務の減少額   △2,129 

19 その他負債の減少額   △436 

20 その他   △15 

小計   △172 

21 利息及び配当金の受取額   11 

22 利息の支払額   △35 

23 法人税等の支払額   △471 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △667 

 



  

    
当中間会計期間 

(自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 有形固定資産の取得による支出   △502 

２ 無形固定資産の取得による支出   △82 

３ 保証金の差入による支出   △20 

４ 保証金の回収による収入   96 

５ 投資有価証券の売却による収入   124 

６ 保険の解約による収入   122 

７ その他   35 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △226 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の純増加額   1,954 

２ 長期借入金の返済による支出   △2,198 

３ 配当金の支払額   △158 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △401 

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △1,296 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,785 

Ⅶ 合併に伴う 
現金及び現金同等物の増加額  

  548 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,037 

     



（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 （1）有価証券 

   イ．子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 （1）有価証券 

 イ．子会社株式及び関連会社株式

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 （1）有価証券 

 イ．子会社株式及び関連会社株式

同左 

 ロ．その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

 ロ．その他有価証券 

① 時価のあるもの 

    同左 

  

  

 ロ．その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

② 時価のないもの 

同左 

 （2）  ──────── 

  

 （2）たな卸資産  

   イ．商品  

    月次総平均法による原価法  

   ロ．貯蔵品  

    最終仕入原価法による原価法 

 （2）  ───────  

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（附属設

備を除く）については定額法）を

採用しております。 

 事業用定期借地権が設定されて

いる借地上の建物については、当

該借地契約期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物        ３～30年 

構築物       ６～30年 

器具及び備品    ４～20年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

      同左 

  

  

        

  

  

  

  

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物        ３～30年

構築物       ６～30年

器具及び備品    ４～20年

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

      同左 

  

  

        

  

  

  

  

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物        ３～30年

構築物       ６～20年

器具及び備品    ４～20年

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用し

ております。借地権については、

借地契約期間を耐用年数とする定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

     同左 

(2）無形固定資産 

     同左 

 ３ のれんの償却に関する事項  20年間で均等償却しております。     ─────────  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 なお、当事業年度においては、

過去の貸倒実績及び回収不能と見

込まれる債権残高がないため計上

しておりません。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。 

 なお、事業年度末においては、

未払従業員賞与は未払金として表

示しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

―――――― 

 （3）  ──────── 

  

 （3）ポイント債務引当金 

    販売促進を目的とするポイント

   カード制度に基づき、顧客に付与

   したポイントの利用負担に備える

   ため、将来の費用負担見込額を計

   上しております。 

 （3）  ───────  

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における退

職給付債務及び年金資産に基づ

き、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

 また、執行役員については内規

に基づく当中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

 数理計算上の差異につきまして

は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における退

職給付債務及び年金資産に基づ

き、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異につきまして

は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産に基づき、当

事業年度末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異につきまして

は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間内の一

定年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することと

しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

（追加情報） 

 退職給付債務の算定方法につい

ては、従来簡便法を採用しており

ましたが、当中間会計期間から原

則法により算定する方法へ変更し

ております。この変更は退職給付

に関する数理計算を実施する環境

が整備されたことに伴い、より適

正な期間損益計算を行うためであ

ります。この結果、従来と同一の

方法を採用した場合と比べ、営業

利益および経常利益は13百万円減

少し、税引前中間純利益は83百万

円減少しております。 

  （追加情報） 

 退職給付債務の算定方法につい

ては、従来簡便法を採用しており

ましたが、当事業年度から原則法

により算定する方法へ変更してお

ります。この変更は退職給付に関

する数理計算を実施する環境が整

備されたことに伴い、より適正な

期間損益計算を行うためでありま

す。 

 この結果、従来と同一の方法を

採用した場合と比べ、営業利益お

よび経常利益は17百万円減少し、

税引前当期純利益は91百万円減少

しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間会計

期間末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、過年度相当額23百万円に

ついては平成14年11月期より５年

間で均等額を費用処理することと

しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支出に備え

     るため、内規に基づく当中間会計

     期間末要支給額を計上しておりま

     す。 

    なお、役員退職慰労金制度の変 

    更を行ったことにより、当中間会 

    計期間での繰入を実施しておりま 

    せん。 

(5）役員退職慰労引当金 

―――――― 

    （追加情報） 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく要支給額を

計上しておりましたが、当事業年

度において役員退職慰労金制度を

廃止いたしました。 

 これにより「役員退職慰労引当

金」を全額取崩し、打ち切り支給

額の未払い分については、固定負

債の「その他」として表示してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ───────────  

  

５ 中間キャッシュ・フロー計算書に

 おける資金の範囲 

   手許資金、随時引き出し可能な預

  金及び容易に換金可能であり、か 

  つ、価値の変動について僅少なリス

  クしか負わない取得日から３ケ月以

  内に償還期限が到来する短期投資か

  らなっております。 

５ ───────────  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより当中

間会計期間の営業利益、経常利益は12

百万円増加し、税引前中間純利益は

359百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

―――――― 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより当事

業年度の営業利益、経常利益は26百万

円増加し、税引前当期純損失は397百

万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。

（建物等の減価償却方法の変更） 

 事業用定期借地権が設定されている

借地上の建物の償却方法については、

当該契約満了時に更地返還義務がある

ことから、当中間会計期間より従来の

税法上の耐用年数に基づく減価償却方

法から当該借地契約期間を耐用年数と

し残存価額を零とする定額法に変更し

ました。 

 また、借地権については、税法の規

定に基づき償却を行わず取得原価で資

産計上していましたが借地契約期間を

耐用年数とする定額法により償却する

ことに変更しました。これらは、費用

の適正な期間配分を行うため、また、

経営統合を予定している株式会社ライ

フォートと会計方針を統一するために

変更するものであります。この結果、

前中間会計期間と同一の方法を採用し

た場合と比較して、当中間会計期間の

減価償却費は12百万円増加し、営業利

益、経常利益は12百万円減少し、税引

前中間純利益は50百万円減少しており

ます。 

  

―――――― 

  

  

（建物等の減価償却方法の変更） 

 事業用定期借地権が設定されている

借地上の建物の償却方法については、

当該契約満了時に更地返還義務がある

ことから、当事業年度より従来の税法

上の耐用年数に基づく減価償却方法か

ら当該借地契約期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法に変更しまし

た。 

 また、借地権については、税法の規

定に基づき償却を行わず取得原価で資

産計上していましたが借地契約期間を

耐用年数とする定額法により償却する

ことに変更しました。これらは、費用

の適正な期間配分を行うため、また、

経営統合を予定している株式会社ライ

フォートと会計方針を統一するために

変更するものであります。この結果、

前事業年度と同一の方法を採用した場

合と比較して、当事業年度の減価償却

費は24百万円増加し、営業利益、経常

利益は24百万円減少し、税引前当期純

損失は62百万円増加しております。 

（中間貸借対照表「純資産の部」の表

示） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）に基づいて中間貸

借対照表を作成しております。 

 これは、同会計基準及び適用指針が

当中間会計期間より適用されることに

よるものであります。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は4,364百万円であります。 

  

―――――― 

  

  

  

（貸借対照表「純資産の部」の表示）

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月9日）を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当する

金額は4,355百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

 



（追加情報） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

  

  

  

  

（減価償却の方法）  

  当中間会計期間から、法人税法の改

 正に伴い、平成19年４月１日以降取得

 の固定資産については、改正法人税法

 に規定する償却方法により、減価償却

 費を計上しております。 

  なお、この変更に伴う営業利益、経

 常利益、税引前中間純利益に与える影

 響は軽微であります。 

  

  

  

  

  

  

  

（企業結合に係る会計基準等）  

  当中間会計期間から、「企業結合に

 係る会計基準」（企業会計審議会 平

 成15年10月31日）及び「企業結合会計

 基準及び事業分離等会計基準に関する

 適用指針」（企業会計基準委員会 平

 成17年12月27日 企業会計基準適用指

 針第10号）を適用しております。  

  

  

  

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

（たな卸資産の評価方法の変更）  

  連結子会社から合併により引き継いだたな卸資産について、従来各子会社において、売価還元法による原価法（ただ

 し調剤薬品については最終仕入原価法）によっておりましたが、簿価で引き継いだうえで、当中間会計期間より月次総

 平均法による原価法に変更しました。 

  これにより、引継ぎ商品の売価還元法による原価法と月次総平均法による原価法の評価差額982百万円を「たな卸資 

 産評価変更差額」として特別損失に計上し、同額、税引前中間純利益が減少しております。  



（表示方法の変更） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

―――――― （中間貸借対照表）  

 １．「土地」は、前中間期まで、有形固定資産の「その 

  他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末におい

  て資産の総額の５％を超えたため区分掲記しました。 

  ２．「建設協力金」は、前事業年度まで、「長期貸付金」

 として科目計上しておりましたが、当事業年度より「差

 入保証金」に含めて計上することに変更しました。 

  なお当該科目は前中間期まで、投資その他の資産の 

 「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末

 において資産の総額の５％を超えたため区分掲記しまし

 た。 

  ３．「未払金」は、前中間期まで、流動負債の「その 

 他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末におい

 て負債及び純資産の合計額の５％を超えたため区分掲記

  しました。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年５月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月15日） 

前事業年度末 
（平成18年11月15日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

364百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

3,712百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

441百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

※２    ―――――― ※２    ―――――― 

 ３ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金および出店資

金の効率的な運営を図るため、取

引銀行16行と当座貸越契約を締結

しております。 

 当中間会計期間末における当座

貸越契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

 ３ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金および出店資

金の効率的な運営を図るため、取

引銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。 

 当中間会計期間末における当座

貸越契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

 ３ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金および出店資

金の効率的な運営を図るため、取

引銀行15行と当座貸越契約を締結

しております。 

 当該契約に基づく当該事業年度

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額

の総額 
7,150百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 5,650百万円

当座貸越極度額

の総額 
1,500百万円

借入実行残高 100百万円

差引額 1,400百万円

当座貸越極度額

の総額 
9,400百万円

借入実行残高 1,300百万円

当期末未使用残

高 
8,100百万円

※４ 担保提供資産 ※４    ―――――― ※４ 担保提供資産 

投資有価証券 19百万円   投資有価証券 16百万円

 上記資産は、子会社の買掛金

613百万円の担保に供しておりま

す。 

   上記資産は、子会社の買掛金  

 163百万円の担保に供しており  

  ます。 

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

  ※１ 販売費及び一般管理費のうち主

  要なもの 

  

  給与及び手当 2,984百万円

賞与引当金繰入額 315百万円

ポイント債務 

引当金繰入額 
175百万円

賃借料  1,632百万円

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 470百万円 

受取利息 38百万円 

受取利息 11百万円

受取家賃  57百万円

受取配当金 476百万円

受取利息 75百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 25百万円 支払利息 33百万円

支払家賃  39百万円

支払利息 53百万円

経営統合関連費用  68百万円

※４   ─────── 

     

※４ 特別利益のうち主要なもの 

抱合せ株式 

消滅差益 
846百万円

保険解約益 56百万円

※４ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入 22百万円

※５ 特別損失のうち主要なもの  ※５ 特別損失のうち主要なもの ※５ 特別損失のうち主要なもの  

過年度減価償却費 38百万円 

退職給付費用 70百万円 

建物除却損 17百万円 

建設協力金除却損 39百万円 

減損損失 372百万円 

たな卸資産評価 

変更差額 
982百万円

商品未実現損益 

修正損 
102百万円

賃貸借契約等 

解約損 
144百万円

固定資産除却損  6百万円

減損損失 134百万円

過年度減価償却費 38百万円

退職給付費用 70百万円

建物除却損 17百万円

建設協力金除却損 36百万円

減損損失 423百万円

    固定資産除却損は、既存設備の取壊

 費用６百万円他であります。  

 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 
(百万円) 

愛知県 
３件 

店舗 建物・その他 90 

奈良県 
１件 

賃貸資産 建物・その他 60 

岐阜県 
１件 

店舗 建物・その他 58 

大阪府 
１件 

賃貸資産 建物・その他 53 

その他 
10件 

店舗 建物・その他 108 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

三重県 
 ８件 

店舗 建物・その他 50

三重県 
 １件 

賃貸資産 建物・その他 25

愛知県 
 ４件 

店舗 建物・その他 31

大阪府 
 １件 

店舗 建物・その他 27

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

和歌山県
３件 

店舗 建物・その他 94 

愛知県 
３件 

店舗 建物・その他 90 

奈良県 
１件 

賃貸資産 建物・その他 60 

岐阜県 
１件 

店舗 建物・その他 58 

大阪府 
１件 

賃貸資産 建物・その他 53 

その他 
８件 

店舗 建物・その他 65 

 当社はキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、事業子会

社店舗用資産・賃貸資産のそれぞ

れの用途において物件単位ごとに

グルーピングしております。その

結果、店舗資産・賃貸資産につい

ては収益性の悪化により、回収可

能価額が帳簿価額を下回った上記

資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（372百万円）として特

別損失に計上しました。 

 当社はキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、店舗用資

産・賃貸資産・遊休資産のそれぞ

れの用途において物件単位ごとに

グルーピングしております。その

結果、店舗資産・賃貸資産につい

ては収益性の悪化により、回収可

能価額が帳簿価額を下回った上記

資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（134百万円）として特

別損失に計上しました。 

 当社はキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、事業子会

社店舗用資産・賃貸資産のそれぞ

れの用途において物件単位ごとに

グルーピングしております。その

結果、店舗資産・賃貸資産につい

ては収益性の悪化により、回収可

能価額が帳簿価額を下回った上記

資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（423百万円）として特

別損失に計上しました。 

減損損失の内訳 減損損失の内訳 減損損失の内訳 

建物 320百万円 

その他 52百万円 

計 372百万円 

建物 86百万円

その他 48百万円

計 134百万円

建物 368百万円

その他 54百万円

計 423百万円

 当該資産グループの回収可能価

額は、使用価値で測定しており、

将来キャッシュ・フローを４％で

割り引いて算出しております。 

   当該資産グループの回収可能価

  額は、将来の回収が見込めないた

  め、全額を減損損失としておりま

  す。  

 当該グループの回収可能価額

は、使用価値で測定しており、将

来キャッシュ・フローを４％で割

り引いて算出しております。 

 ７ 減価償却実施額  ７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 

有形固定資産 66百万円 

無形固定資産 8百万円 

有形固定資産 217百万円

無形固定資産 18百万円

有形固定資産 174百万円

無形固定資産 25百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日） 

自己株式の種類及び総数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

  １．発行済株式の種類及び総数に関する事項  

  ２．配当に関する事項 

前事業年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

自己株式の種類及び総数に関する事項 

 該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当期増加株式数 当期減少株式数 

当中間会計期間末
株式数 

摘要 

発行済株式           

普通株式 22,587株 － － 22,587株   

合計 22,587株 － － 22,587株   

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年２月９日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 158百万円 7,000円 平成18年11月15日 平成19年２月13日

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されて 

    いる科目の金額との関係 

（平成19年５月15日現在）

現金及び預金勘定 1,037百万円 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金、定期積金 
―百万円 

現金及び現金同等物 1,037百万円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ 借主側 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ 借主側 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ 借主側 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末

残高 

相当額 

(百万円) 

有形固定資

産その他

（器具及び

備品） 

1,689 713 2,403 

無形固定資

産（ソフト

ウェア） 

921 390 1,312 

合計 767 323 1,091 

  

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損

失累計

額 

相当額

(百万

円) 

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

有形固

定資産

その他

（器具

及び備

品） 

1,932 1,290 35 606 

無形固

定資産

（ソフ

トウェ

ア） 

745 537 － 207 

合計 2,677 1,827 35 813 

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

減損損

失累計

額 

相当額 

(百万

円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

有形固

定資産

その他

（器具

及び備

品） 

1,722 1,052 32 637 

無形固

定資産

（ソフ

トウェ

ア） 

698 444 － 254 

合計 2,421 1,496 32 892 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額等 

１年内 462百万円 

１年超 629百万円 

合計 1,092百万円 

１年内 454百万円

１年超 417百万円

合計 871百万円

リース資産減

損勘定の残高 
17百万円

１年内 438百万円

１年超 480百万円

合計 918百万円

リース資産減

損勘定の残高 
20百万円

 このうち転貸リース取引に係

る未経過リース料の中間期末残

高相当額は714百万円（うち１

年内297百万円）であります。 

   このうち転貸リース取引に係

る未経過リース料の期末残高相

当額は150百万円（うち１年内

70百万円）であります。 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料 250百万円 

減価償却費 

相当額 
233百万円 

支払利息相当額 15百万円 

支払リース料 295百万円

リース資産減損

勘定の取崩額  
18百万円

減価償却費 

相当額 
275百万円

支払利息相当額 13百万円

減損損失  2百万円

支払リース料 503百万円

リース資産減損

勘定の取崩額 
11百万円

減価償却費 

相当額 
470百万円

支払利息相当額 29百万円

減損損失 32百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

２ 貸主側 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 貸主側 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 貸主側 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 297百万円 

１年超 416百万円 

合計 714百万円 

      ―――――― １年内 70百万円

１年超 80百万円

合計 150百万円

 上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース料

中間期末残高相当額でありま

す。 

 なお、当該転貸リース取引は

同一条件で関係会社にリースし

ておりますので、同額の残高が

上記１ 借主側の未経過リース

料中間期末残高相当額に含まれ

ております。 

   上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース料

期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引は

同一条件で関係会社にリースし

ておりますので、同額の残高が

上記１ 借主側の未経過リース

料期末残高相当額に含まれてお

ります。 

Ⅱ オペレーティング・リース取引 

借主側 

未経過リース料 

Ⅱ オペレーティング・リース取引 

借主側 

未経過リース料 

Ⅱ オペレーティング・リース取引 

借主側 

未経過リース料 

１年内 1百万円 

１年超 2百万円 

合計 3百万円 

１年内 65百万円

１年超 355百万円

合計 420百万円

１年内 0百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年５月20日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年５月15日） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

    その他有価証券  

前事業年度末（平成18年11月15日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

   （デリバティブ取引関係） 

      当中間会計期間（自平成18年11月16日 至平成19年５月15日）において、当社はデリバティブ取引を全く行っ

    ておりませんので、該当事項はありません。 

   （持分法損益等） 

     前中間会計期間（自平成17年11月21日 至平成18年５月20日） 

      中間連結財務諸表に含んで開示しております。  

  

    当中間会計期間（自平成18年11月16日 至平成19年５月15日）  

  

    前事業年度（自平成17年11月21日 至平成18年11月15日）  

      連結財務諸表に含んで開示しております。  

  （単位：百万円）

種類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 7 49 42 

(2）債券 ― ― ― 

合計 7 49 42 

  （単位：百万円）

内容 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 130 

合計 130 

関連会社に対する投資の金額 65百万円 

持分法を適用した場合の投資の金額  71百万円  

持分法を適用した場合の投資利益の金額  13百万円  



   （企業結合関係） 

    当中間会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日）  

 １．株式移転による完全親会社の設立  

    当社は株式会社ライフォートと経営統合を行うため、平成18年８月５日開催の両社の株主総会での承認を得 

   て、同社と共同して株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を平成18年11 

   月16日に設立いたしました。 

  （1）結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の目的、企業結合日、企業結合の法的形式及び 

   結合後企業の名称  

   ①結合当事企業の名称及びその事業の内容 

    名称    株式会社ジップドラッグ、株式会社ライフォート  

    事業の内容 ドラッグストアの経営  

   ②企業結合の目的  

     ドラッグストア業界は、大手各社の積極出店、改正薬事法の施行に伴う異業種の新規参入等による競争の激 

    化、及びメーカー・卸の大型再編や医療費負担抑制策の影響など、大きな変革期を迎えようとしております。 

     このような経営環境下、両社はこの大変革期の到来をチャンスと捉え、営業基盤、主要顧客、得意分野の補 

    完性が高い両社がそれぞれの強みを集結し、将来も競争力のある企業集団として発展・成長していくために、 

    経営統合を行うことが両社にとって最善の選択であると判断いたしました。  

   ③企業結合日  

    平成18年11月16日  

   ④企業結合の法的形式  

    株式移転による共同持株会社の設立  

   ⑤結合後企業の名称  

    株式会社アライドハーツ・ホールディングス  

  （2）議決権のある株式の移転比率及びその算定方法、移転により発行された株式数、企業結合後の議決権比率及び 

   当該企業結合を持分の結合と判定した理由  

   ①議決権のある株式の移転比率  

     当社の株式１株に対して新会社の株式1,080株、株式会社ライフォートの株式１株に対して新会社の株式２株 

    を割当交付いたしました。  

   ②算定方法  

    当社は三菱ＵＦＪ証券株式会社に、株式会社ライフォートは株式会社みずほ銀行にそれぞれ株式移転比率の算 

   定を依頼し、その算定結果を参考に両社間で協議した結果、上記のとおり合意いたしました。 

    三菱ＵＦＪ証券株式会社は、両社それぞれについて、市場株価平均法、類似会社比準法及び修正純資産法によ 

   る分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

    株式会社みずほ銀行は、市場株価方式、類似会社比準方式及びＤＣＦ（ディスカウンテッド・キャッシュ・フ 

   ロー）方式による分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

   ③株式移転により発行された株式数：46,649,660株（普通株式）  

    当社株式の移転により発行された株式数             24,393,960株  

    株式会社ライフォートの株式の移転により発行された株式数    22,255,700株  

   ④企業結合後の議決権比率及び当該企業結合を持分の結合と判定した理由  

    イ．企業結合後の議決権比率  

    ロ．当該企業結合を持分の結合とした理由  

      いずれの企業の株主も他の企業を支配したとは認められず、かつ以下の要件についても総合的に勘案した 

     結果、持分の結合と判定し持分プーリング法による会計処理を採用しております。  

     ａ．企業結合に際して支払われた対価のすべてが議決権のある株式であること。  

     ｂ．結合後企業に対して各結合当事企業の株主が総体として有することになった議決権比率が等しいこと。 

      （当該比率が50対50から上下おおむね５パーセントポイントの範囲内にあること。）  

     ｃ．議決権比率以外の支配関係を示す一定の事実（いずれかの当事企業の役職員などが取締役会の過半数を 

      占めていること、重要な財務及び営業の方針決定を支配する契約等によりいずれかの当事企業が有利な立 

      場にあることなど）が存在しないこと。  

  当 社 株式会社ライフォート 

議決権比率 52.1％ 47.9％ 



  （3）会計処理方法の統一及び企業結合前の取引等の消去の内容並びに、企業結合に要した支出 

   ①会計処理方法の統一  

     当社の前事業年度において、建物等の減価償却方法を、株式会社ライフォートとの会計方針の統一を行うこ 

    とを目的として変更しております。具体的には、事業用定期借地権が設定されている借地上の建物の償却方法 

    について、従来の税務上の耐用年数に基づく減価償却方法から当該借地契約期間を耐用年数とし残存価額を零 

    とする定額法に変更いたしました。この結果、従来と比較して前連結会計年度において減価償却費が73百万円 

    増加し、営業利益・経常利益は73百万円減少し、税金等調整前当期純損失が316百万円増加しました。  

     また、当社のたな卸資産の評価方法を、上記と同様の理由により売価還元法から総平均法へ変更しておりま 

    す。なおこの変更は、基幹システムの変更を伴ったことから、当期首において実施しております。この結果、 

    当中間連結会計期間において、期首商品の売価還元法による評価額と総平均法による評価額との差額を「たな 

    卸資産評価変更差額」として特別損失に982百万円計上しており、従来と比較して同額だけ税金等調整前中間純 

    利益は減少しております。  

   ②企業結合前の取引等の消去の内容 

    該当事項はありません。  

   ③企業結合に要した支出  

  （4）企業結合の結果、処分することが決定された重要な事業  

    該当事項はありません。  

  

 ２．連結子会社との合併について  

    当社は、完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局、株式会社シーズアンドアーパスを平成 

   18年11月16日に吸収合併いたしました。なお、本合併は簡易合併の手続きにより行いました。  

  （1）結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取 

   引の概要  

   ①結合当事企業の名称及びその事業の内容  

    名称    当社、当社の完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズア 

          ンドアーパス  

    事業の内容 ドラッグストアの経営  

   ②企業結合の法的形式  

    当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条第３項の規定に基づく簡易合併）  

   ③結合後企業の名称 

    株式会社ジップドラッグ（英文名称 Zip Drug Co.,Ltd.）  

   ④取引の目的を含む取引の概要  

     当社は、平成18年11月16日に、株式会社ライフォートと共同して株式移転により当社「株式会社アライドハ 

    ーツ・ホールディングス」を設立いたしました。新会社グループにおいて統合効果をより確実に発揮するため 

    には、当社が株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンドアーパスを吸収合併するこ 

    とが最善であると判断し、当社は各子会社を平成18年11月16日に吸収合併いたしました。  

  （2）実施した会計処理の概要  

    当社を存続会社とする完全子会社の吸収合併であるため、各子会社の平成18年11月15日現在の適正な帳簿価額 

   により資産及び負債を引き継いでおります。  

  

  （百万円）

 支払手数料  36 

 その他 3  

 合 計 39 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日） 

１株当たり 

純資産額 
194,590円90銭

１株当たり 

中間純利益金額 
8,402円53銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

純利益金額 

8,177円58銭

１株当たり 

純資産額 
204,579円13銭

１株当たり 

中間純利益金額 
17,568円41銭

１株当たり 

純資産額 
192,817円15銭

１株当たり 

当期純利益金額 
6,373円85銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期 

純利益金額 

6,213円64銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。  

  

  
前中間会計期間 

（自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日）

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日）

前事業年度 
（自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月15日）

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 188 396 142 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
― － ― 

普通株式に係る 

中間（当期）純利益（百万円） 
188 396 142 

普通株式の期中平均株式数（株） 22,411 22,587 22,434 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
― － ― 

普通株式増加数（株） 616 － 578 

（うち新株予約権） (616) (－)  (578)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

― ― ― 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日） 

１．経営統合について 

 当社は、株式会社ライフォートと共同して会社法第772条に定める株式の移転の方法により、完全親会社

「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を設立しその完全子会社となることについて平成18年８月

５日の臨時株主総会で承認されました。 

 なお、その内容は、次のとおりです。 

(1）株式移転による経営統合の目的 

 ドラッグストア業界は、大手各社の積極出店、改正薬事法の施行に伴う異業態の新規参入等による競争

の激化、およびメーカー・卸の大型再編や医療費負担抑制策の影響など、大きな変革期を迎えようとして

います。 

 このような経営環境下、両社はこの大変革期の到来をチャンスと捉え、営業基盤、主要顧客、得意分野

の補完性が高い両社がそれぞれの強みを集結し将来も競争力のある企業集団として発展・成長していくた

めに、経営統合を行うことが両社にとって最善の選択であると判断いたしました。 

(2）株式移転の概要 

① 株式移転の基本スキーム 

 両社は、株式移転により共同で完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス（以下、

「完全親会社」という）」を設立し、その完全子会社となります。 

② 株式移転期日  平成18年11月16日（予定） 

③ 株式移転比率 

 当社の株式１株に対して完全親会社の株式1,080株、株式会社ライフォートの株式１株に対して完全

親会社の株式２株を割当て交付いたします。 

④ 設立後における新会社の上場申請に関する事項 

 新たに設立する完全親会社はジャスダック証券取引所に新規上場申請を行うことを予定しています。

 なお、株式移転に伴い両社の株式は上場廃止となる予定であります。 

⑤ ジップ・ホールディングス発行新株予約権に関する対応 

 完全親会社は、株式移転に際して、株式移転期日前日の最終の新株予約権原簿に記載または記録され

た当社新株予約権の新株予約権者に対し、当社新株予約権に代えて、完全親会社新株予約権を当社新株

予約権１個に対して完全親会社新株予約権１個の割合で交付するものといたします。 

(3）完全親会社の概要 

① 商号      株式会社アライドハーツ・ホールディングス 

英文名     Allied Hearts Holdings Co.,Ltd. 

② 事業内容    ドラッグストア・調剤薬局チェーンの持株会社 

③ 本店所在地   兵庫県神戸市中央区 

④ 取締役 

代表取締役会長 久松 正志 

代表取締役社長 石橋 一郎 

代表取締役副社長 北嶋 永一 

取締役 西崎 昭 

取締役 平瀬 禎治 

社外取締役 北山 真 



⑤ 資本金     1,413百万円 

⑥ 発行予定株式数 46,487,660株 

 但し、この発行株式数は、平成18年７月３日現在の当社及び株式会社ライフォートの発行済株式数を

前提として算定されたものであり株式移転期日の前日までに当社の新株予約権が行使された場合は、当

該株式数を増加させるものとします。 

⑦ 単元株式数   単元株式数は1,000株とする予定です。 

⑧ 決算期     11月15日 

(4）共同して完全親会社を設立する株式会社ライフォートの概要 （平成18年５月15日） 

① 商号      株式会社ライフォート 

② 設立      昭和45年12月19日 

③ 事業内容    医薬品、化粧品、生活雑貨を中心とする生活関連用品の販売および卸売、保険調剤

④ 本店所在地   兵庫県尼崎市水堂町３丁目18番21号 

⑤ 資本金     317百万円 

⑥ 代表者     石橋 一郎 

⑦ 従業員数    538名 

⑧ 売上高及び当期純利益（平成18年５月期） 

売上高（連結）  35,010百万円 

当期純利益（連結）  391百万円 

⑨ 資産、負債及び資本の状況 

資産合計（連結） 15,115百万円 

負債合計（連結） 11,164百万円 

純資産合計（連結） 3,950百万円 

２．合併について 

 当社は、当社の完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンドア

ーパスを平成18年11月16日を期日（予定）として、吸収合併することについて、平成18年６月２日開催の取

締役会において決議しております。なお、本合併は簡易合併の手続きにより行います。 

(1）合併の目的 

 当社は、平成18年11月16日を期日（予定）として、株式会社ライフォートと共同持株会社「株式会社ア

ライドハーツ・ホールディングス」設立による経営統合を予定しております。新会社グループは、生活者

の地域特性に対応した販売会社とこれらを統括する持株会社との機能的な業務分担を図ることにより、地

域に根ざしたドラッグストアの連合体として、顧客満足の向上による企業価値の増大に努めてまいりま

す。 

 今般、新会社グループにおいて、統合効果をより確実に発揮するためには、当社が株式会社白沢ドラッ

グ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンドアーパスを吸収合併することが最善であると判断いたし

ました。 

(2）合併の要旨 

① 合併の日程 

合併契約書承認取締役会  平成18年６月２日 

合併契約書調印      平成18年６月２日 

合併の効力発生日（予定） 平成18年11月16日 

合併登記（予定）     平成18年11月16日 

 （注） 本合併は、会社法第796第３項に定める簡易合併並びに同法第784条第１項に定める略式合併で

あるため、当社及び各子会社は、株主総会の承認を得ずに合併いたします。 

② 合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、各子会社は解散します。 



③ 合併比率 

 当社は、各子会社の全株式を所有しておりますので、合併による新株発行及び資本金の増加は行いま

せん。 

④ 商号変更 

 当社は持株会社でなくなることから商号を変更する予定です。 

新商号 株式会社ジップ・ドラッグ（英文名称 ZiP Drug Co.,Ltd.） 

変更日 平成18年11月16日（予定） 

(3）合併当事会社の概要（平成18年５月20日） 

(1）商号 株式会社白沢ドラッグ 

（被合併会社①） 

株式会社東洋薬局 

（被合併会社②） 

株式会社シーズアンド

アーパス（被合併会社

③） 

(2）事業内容 ドラッグストアの経営 ドラッグストアの経営 ドラッグストアの経営 

(3）設立年月日 1985年６月１日 1985年３月１日 1985年10月28日 

(4）本店所在地 愛知県尾張旭市平子町

長池上6309番地２ 

三重県津市上弁財町津

興3174番地 

愛知県豊橋市西橋良町

29番地 

(5）代表者 高田 亮 亀田 義昭 三枝 將夫 

(6）資本金 162百万円 50百万円 60百万円 

(7）発行済株式総数 1,780株 1,000株 1,200株 

(8）株主資本 771百万円 332百万円 793百万円 

(9）総資産 7,117百万円 8,839百万円 4,874百万円 

(10）決算期 11月 11月 11月 

(11）従業員数 243人 312人 180人 

(12）主要取引先 ㈱ジップ・ホールディ

ングス 

㈱ジップ・ホールディ

ングス 

㈱ジップ・ホールディ

ングス 

(13）大株主及び持株比率 ㈱ジップ・ホールディ

ングス100.0％ 

㈱ジップ・ホールディ

ングス100.0％ 

㈱ジップ・ホールディ

ングス100.0％ 

(14）主要取引銀行 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 

(15）当事会社の関係 資本関係 

合併会社は被合併会社①・②及び③の全株式を保有しています。 

人的関係 

合併会社の役員１名が被合併会社①・②及び③の役員を兼任していま

す。 

取引関係 

合併会社は被合併会社①・②及び③へ仕入商品を販売しています。 

合併会社は被合併会社①・②及び③へ店舗用建物・構築物を貸与してい

ます。 

合併会社は被合併会社①・②及び③へ資金援助を行っております。 



当中間会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

  

     記載すべき事項はありません。  

  

前事業年度（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日） 

１．株式移転による完全親会社設立 

 当社は、株式会社ライフォートと経営統合を行うため、平成18年８月５日開催の両社株主総会の承認を得

て、同社と共同して株式移転により、完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホールディングス」を平成18

年11月16日に設立いたしました。なお、詳細については連結財務諸表の重要な後発事象に関する注記を参照

下さい。 

２．合併について 

 当社は、平成18年６月２日開催の取締役会決議を経て、当社の完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、

株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンドアーパスを平成18年11月16日に吸収合併いたしました。なお、

本合併は簡易合併の手続きにより行いました。 

(1）結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要 

・結合当事企業の名称：当社、当社の完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株

式会社シーズアンドアーパス 

・事業の内容：ドラッグストアの経営 

・企業結合の法的形式：当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法796条第３項の規定に基づく簡易合

併） 

・結合後企業の名称：株式会社ジップドラッグ（英文名称 ZiP Drug Co.,Ltd.） 

・取引の目的を含む取引の概要 

 当社は、平成18年11月16日に、株式会社ライフォートと完全親会社「株式会社アライドハーツ・ホール

ディングス」を株式移転により設立いたしました。新会社グループにおいて、統合効果をより確実に発揮

するためには、当社が株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンドアーパスを吸

収合併することが最善であると判断し、当社は各子会社を平成18年11月16日に吸収合併いたしました。 

(2）実施した会計処理の概要 

 当社を存続会社とする完全子会社の吸収合併であるため、各子会社の平成18年11月15日現在の適正な帳

簿価額により資産及び負債を引き継いでおり、子会社株式（抱合せ株式）の帳簿価額と子会社から受け入

れた資産及び負債との差額を特別利益に計上しています。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８期）（自 平成17年11月21日 至 平成18年11月15日）平成19年２月13日東海財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

   平成18年11月16日東海財務局に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号、第４号及び第９号の規定に基づく臨時報告書でありま 

   す。  

  

(3) 臨時報告書 

    平成18年11月16日東海財務局に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年８月１７日

株式会社ジップ・ホールディングス    

取締役会 御中    

  監査法人 ト ー マ ツ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 加  藤  正  樹  印

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石  倉  平  五  印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジップ・ホールディングスの平成１７年１１月２１日から平成１８年１１月１５日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成１７年１１月２１日から平成１８年５月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ジップ・ホールディングス及び連結子会社の平成１８年５月２０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成１７年１１月２１日から平成１８年５月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２． 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より事業

用定期借地権が設定されている借地上の建物の減価償却方法については、借地契約期間を耐用年数とし残存価額を零

とする定額法に変更した。また、借地権については、借地契約期間に基づく定額法により償却することに変更した。

３． 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成して

いる。 

４． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社ライフォートと共同で完全親会社を設立することについ

て平成１８年８月５日開催の臨時株主総会において承認を受けている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年８月１７日

株式会社ジップ・ホールディングス    

取締役会 御中    

  監査法人 ト ー マ ツ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 加  藤  正  樹  印

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石  倉  平  五  印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジップ・ホールディングスの平成１７年１１月２１日から平成１８年１１月１５日までの第８期事業年度の中間会計

期間（平成１７年１１月２１日から平成１８年５月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジップ・ホールディングスの平成１８年５月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年１１月２１日から平成１８年５月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

１． 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２． 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より事業用定期借

地権が設定されている借地上の建物の償却方法については、借地契約期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法

に変更した。また、借地権については、借地契約期間に基づく定額法により償却することに変更した。 

３． 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

４． 重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は株式会社ライフォートと共同で完全親会社を設立することに

ついて平成１８年８月５日開催の臨時株主総会において承認を受けている。 

５． 重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び

株式会社シーズアンドアーパスを吸収合併することについて平成18年６月２日開催の取締役会において決議してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年 ８月 ８日

株式会社ジップドラッグ    

  代表取締役社長  三 枝 將 夫  殿 

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野田 弘一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 豊原 弘行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジップドラッグの平成18年11月16日から平成19年11月15日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成18年11月16日か

ら平成19年５月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジップドラッグの平成19年５月15日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年11月

16日から平成19年５月15日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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